
都市（私）の基本スタンスとアプローチ
キーワード：

自然災害リスクの科学的評価
現場における防災まちづくりの実践

専門領域横断

東京大学生産技術研究所
都市基盤安全工学国際研究センター（ICUS)

加藤孝明
【地域安全システム，都市防災，まちづくり，都市計画】

自己紹介：地域安全システム学
地域の安全を支えるしくみと技術を開発する
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資料１
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全国レベルから建物レベルまで対応

本手法によるアウトプットの例示（全国レベル~建物レベルまで）

地震火災リスク

出火率を一律
0.00048とした場合

標準地域メッシュ
（第3次地域区画）

新しい試み：ＧＩＳを用いた「地域主体」の災害対策を考える
ワークショップ(2009.4.19)

主催：
東新小岩7丁目町会が主催．
NPO，広域ゼロメートル市街地研究会は共催．
支援に回る．

参加者：
東新小岩7丁目の住民
連合町会役員，周辺の町会の役員も参加

目的：
GISを用いてリスク認知，及び，対策の検討を
行う．

WS後の動き：
隣の町会へ展開
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1. 時代の潮流感の認識

2. 「広域ゼロメートル市街地」における実践活動

3. 東日本大震災以降の気になる雰囲気

4. 付録

時代の潮流：社会制度の「慣性の法則」

社会制度の
慣性の法則

ギャップ

• 二つの必要条件を満たす環境づくりが重要
• 過去の慣例にとらわれず，根本から考え直す．

• 生活者としての常識の厚みを増やす．

3



時代の潮流：財政難＋地方分権 ⇒ 縮む行政機能

首都大学東京客員教授 竹村公太郎氏の説明をもとに作成

以前の行政 現在の行政

社会のニーズ

東京における広域ゼロメートル市街地
荒川洪水ハザードマップ（葛飾区，2007）

Katsushika City (2007)

近隣に安全な避難空間を確保することができない．

27万人が超遠距離避難（10km以上）を強いられる．

氾濫水がポンプアップされるまで20日以上（要検証）
被災生活は長期に及ぶ．

課題山積
妥当なソリューションがない
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これまでの活動（2004年～）
大規模水害に対する浸水対応型街づくり
【葛飾区新小岩北地区】

• NPO・研究者グループの地域への仕掛けがきっかけ

• ワークショップ：6回+1回+2回

• イベント：2回

• シンポジウム：3回+1回

• 全国的な情報発信・交流：3回

• 海外視察団体受入れ：2回

• NPOの行政との協働事業（防災意識啓発）

• 連合町会自主企画（広域避難訓練・被災生活）
（「地域の底力再生事業（都）」）

• （イベント的）町会自主企画（取り残され水上訓練）

• NPOと区が共同事務局を務める勉強会

• 中学校との連携：中学生参加のWS

• 避難所運営会議（震災対策）の活性化

• NPO，区，町会，研究会による「新しい公共支援事業（内閣官房）」

• 輪中会議の設置

■2006年度～現在

【多様な主体の参加による住民主導行政後追い型】

これまでの活動１：大規模水害に対する浸水対応型街づくり【葛飾区新小岩北地区】

現在の取り組み体制

シミュレーションシステムを用いた町会主催ワークショップ
（2009）

内発性 自律発展

多様な担い手，持続性多様な担い手，持続性

「輪中会議」の設置

多様な地域組織： 町会，商工会議所，保育園，民生委員，
地元企業，老人ホーム，地域介護センター

消防署
河川事務所
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最近の私の講演会の定番ppt

どう仕掛けるか：
地域力を引き出し持続性を高める「地域防災支援技術パッケージ」

従来の地域社会と行政の関係

コミュニティ（地域）

消
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学
校
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福
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都
市

社
会
教
育

市役所

キーパーソンだけの存在

  要求

              要求に対して縦割り回答縦割り指導
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⑥「地域防災の標準プログラム」の試案

コミュニティ（地域）外部
刺激

触発

自然災害リスクに関する正しい理解

支
援
要
請

×
要
求
型

支
援 共助＋「公助の支援」の関係確立

コミュニティ（地域）
コミュニティ（地域）

⑦関心を持つ層の拡大

重層化
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地域の力が
縦割りをつなぐ

外部
刺激

触発

⑨断続的 相互触発による刺激

⑧

刺激の
内生化

持続性の確保

⑥「地域防災の標準プログラム」を支えるICTツール（例）
防災まちづくり支援システム
2000-2007産官学開発（都市防災推進協議会参加自治体利用権利あり）
防災まちづくり支援システム普及・管理委員会（委員長，加藤孝明）

防災まちづくり支援システム

川崎市上平間地区での使用例
【自分の街の延焼シミュレーションを眺める】

（2014.2.1，10:30）
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これまでの活動２： 防災都市づくりワークショップ
市の仕掛けによる「住民内発型」の展開

• 各地区４・５回／年のワークショップ＋総括シンポジウム

• 参加者：町会関係者＋中学生

• ワークショップ終了後，行政によるフォローアップ
• H21松浪地区 ⇒ 内発型，自立発展による地域の取り組みへ

• 農村スプロール，新旧住民連携

• 問題緩和の方向性が見えやすい環境
（オープンスペース，行き止まり道路）

• H22南湖地区
• 漁村スプロール

• 乏しい新旧住民連携

• 中学校連携意欲大

• 脆弱すぎる市街地

• H23浜須賀地区
• 「古くて新しい」町

• 新旧住民混合，新住民の活動力大

• 中学校連携意欲大

• H24海岸地区
• 地域での取り組み実績あり

• 地域の取り組み意欲大

• 中学校連携意欲大

新しい試み：ＧＩＳを用いた「地域主体」の災害対策を考える
ワークショップ(2009.4.19)

主催：
東新小岩7丁目町会が主催．
NPO，広域ゼロメートル市街地研究会は共催．
支援に回る．

参加者：
東新小岩7丁目の住民
連合町会役員，周辺の町会の役員も参加

目的：
GISを用いてリスク認知，及び，対策の検討を
行う．

WS後の動き：
隣の町会へ展開
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⑥ 「地域防災支援技術パッケージ」を構成するICTツール（例）
行政が持つ地域防災支援の情報共有のしくみの共有の構築

• 先行研究：葛飾区の新小岩北地区の事例
• Google Earthを用いたリスク認識支援ツールの開発(H22)

• 目的：地域内での水害危険を理解を拡げること

• 効果

• 新しいツールが新しい人材を呼び込む
• 町会関係者でIT関係企業に勤める人材

• 中学校，中学生

• ツールが使える中学生＋知識のある高齢者・大人
⇒ 平等な立場からのコミュニケーションを喚起

その後の効果
• 学校教育の中に展開（文化祭での発表）

• 課題：PCスキルが必要．もっと身近，手軽に．

⑥「地域防災支援技術パッケージ」を構成するICTツール（例）
タブレット端末を含むAR技術を用いた地域課題の理解促進ツー
ルの開発 スマホ・アプリ：「天サイ！まなぶ君」

1. 概要

• AR（ Augmented Reality：拡大現実感）技術を活用したハ
ザード表示ツール

• 茅ヶ崎市，葛飾区版
• キャドセンター（株）のプラットフォームを利用

2. 目的

• 地域が抱える自然災害ハザードを実感を持って理解する
こと

• ツールの普及を通して防災まちづくりの裾野を拡げる

3. 表示項目

1. 津波浸水深表示

2. 津波一時避難所情報表示

3. 地区内通過確率

4. 道路閉塞率

5. 火災危険度情報表示

6. 建物倒壊危険度情報表示

等．

津波浸水深さ

地区内通過確率４ｍ（車） 道路閉塞確率４ｍ（車）

「共助」の担い手ら関係者の議論にて命名

1301271現地で

危険度を確認す
る防災リーダー

130127ipadを利用して

会場で現場情報確認
する中学生
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小学校の親子フェスティバルでのPTA主催アトラクションと

「天サイ！まなぶくん」をみる子どもたち

学校のプールでボート体験
はしゃぐ先生，子どもたち

NPO，東大生研出前講座へ展開
＜1中学校・３小学校＞

取り残され対策としての救助訓練(2010.6.8)
(2012.9.9：もっと派手に)

防災【も】まちづくり
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大人の川遊び

葛飾区

基本構想 1990年 • 特になし

基本計画 2005年 • 特になし

都市計画マスタープラン 2011年 • スーパー堤防の整備

• 広域避難を前提とした隣接区市等の協議・調整、避難者の受け入れ先
となる避難場所の確保、避難手段の検討

• 遠距離避難が困難な方、逃げ遅れた方への対策として、民間の中・高
層建物へ避難できる仕組みづくりや公共施設の屋上の活用等の検討

• 人工的な高台の確保。新宿六丁目地区の事例。

住宅基本計画 2011年 • 特になし

第二次環境計画 2011年 • 特になし

葛飾区都市計画マスタープラン

都市計画マスタープランには，これ以外にも高台化による避難場所の整備が示されている。
新小岩公園：高台化構想（葛飾区，2015年度）

葛飾区新宿6丁目の公園のイメージ図
【「にいじゅくみらい公園」として開園】

台化により水害発生時に避難場所、防災拠点として
機能が期待される

（葛飾区ホームページ）

2012.7.23視察
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市民を巻き込んだ持続的な取り組みを進めるための必要条件

• 適切なリスク認識のプロセスの存在

• ここでいう「適切」とは．．．

• 客観的なリスク情報の理解＋主観的なリスクの形成

※怖れすぎない理由もここにある

• 防災【も】まちづくり

• ⇔ 防災【だけ】まちづくり．．．．．．．＝＞持続性

• 市民先行・行政後追いの型

• 「正解は与えられるものではない．市民が自ら創り出すものであ
る」

専門家・行政としての取り組み
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避難方法の検討：鉄道のみによる避難
（東京大学総合災害情報研究センター受託研究（荒川下流河川事務所，2010）：実施者加藤孝明

歩行シミュレーショ
ンゅれ所ン

避難場所へ

居住地

鉄道運行シミュレーション駅
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群衆の避難行動シミュレーション＋鉄道の輸送料計算

避難方法の検討：鉄道のみによる避難

output 新小岩 小岩
最大滞留避難者数 82,788 77,100
避難終了時間 300 700

output 新小岩 小岩
最大滞留避難者数 55,830 28,290
避難終了時間 130 85

ケース8：最大混雑率：150%，入車混雑率制御：有，
運行本数：最大，乗車制御：有

 ケース1：最大混雑率：150%，入車混雑率制御：
無，運行本数：平均，乗車制御：無

工夫すれば，，，2時間半程度で運搬可能． ただし．．．．．．
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• 東京マラソン2011

（市民ランナー約36,000人）

建物最大浸水状況（荒川氾濫時）の確認

避難方法の検討：垂直避難のみの場合
現状分析：浸水状況と避難人口の想定

避難人口（荒川氾濫時）

• 荒川氾濫時、浸水する床に居住している住民を避難
人口とする。

• 街区ごとの避難人口の街区面積で割ったものが避
難密度人口（人/ha）（左図）

• 浸水深が深くなる葛飾区西部で避難人口が比較的
大きくなる。

• 葛飾区の人口約44万人のうち、この想定では約22
万人が避難人口となる。
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避難方法の検討：垂直避難のみの場合
現状分析：避難人口の想定

避難人口A： 浸水床の居住者を避難者とする 避難人口B： 浸水床のある建物の居住者

実態はこの間

避難方法の検討：垂直避難のみの場合
緊急避難の受入れ施設の計算上の仮定一覧
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町会連合会の区域図

避難面積 2㎡/人

3㎡/人

4㎡ /人赤枠内の赤字は不足

避難方法の検討：
垂直避難のみの場合

面

短期的な対策課題

• 最適な組み合わせによる「苦労」の最小化

• 自動車／徒歩／鉄道／バス＋積極的居残り

• 自治体を越えた，都県境界を越えた広域避難の支援体制が不可欠

• 誰がどう？   東京都？

• （垂直避難，あるいは）取り残された場合，生き残る方法

• 体力のあるものは，垂直避難？！
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４階以上建物（Ｈ13－22年度）
• Ｈ13－22年度の10年間に葛飾区内で建設された4階建

て以上の建物は503棟である。
• 街区ごとの4階建て以上の建物の建設数を表した図。

４階以上建物（Ｈ13－22年度）
• 避難可能面積の規模別に地図上に表した図。
• 3階以上の床面積のうち、用途に応じた利用可能率を乗じ

たものを避難可能面積とした。
• Ｈ13－22年度の10年間に創出された避難可能空間は、約

68000㎡である。
• 約34,000人分の避難空間（2㎡/人）が創出されている。

市街地更新の動向の把握 市街地の更新力の活用による
非浸水空間の確保の可能性はあり

最大観測値: 4.5m

東京都河川部資料

近代化に伴う地盤沈下

Area exposed to design tidal sea level : 254.6km2

Area under high tide sea level   ： 124.3km2

Area under low tide sea level    :     31.5km2

地盤沈下を考慮しない市街化

社会的にソリューションがない状況
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浸水対応型の市街地形成戦略づくり

• 「避難」の概念の再定義
• 緊急避難：浸水時の危険性を一時的に回避する．

• 当面避難：救助を待つ間の避難生活（概ね3日間程度）

• 長期避難：浸水が引くまで間の長期避難生活（概ね3週間～）

• ３段階の戦略：「当面のリスクを受容するとした上で」

近隣 地域内 （町会連合会） 地域外 達成目標

現状
浸水地域外への

広域避難
避難計画の破綻

第１段階 緊急避難
浸水地域外への

広域避難
直後の人命の安全を確保

第２段階 緊急避難 当面避難
浸水地域外への

広域避難
最低限の被災生活水準の確保

第３段階 当面避難 長期避難 「浸水対応型市街地」の形成

浸水対応型市街地：身近な大規模避難生活空間と被災の小さい市街地の形成
「数百年に一度浸水しても」大丈夫な市街地

東京都の防災都市づくりの歴史に学ぶ

• 避難場所の確保・整備 概ね昭和40年代~

• 延焼遮断帯の整備：延焼被害の局所化 概ね昭和50年代~
• 都市防火区画の形成

• 重点整備地域・整備地域における市街地整備 概ね昭和60年代~
• 都市防火区画内の難燃化／防災生活圏の形成

東京都防災都市づくり推進計画（2009)

時代を逆から読むと

多重の
フェールセーフ
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直後の人命の安全を確保
最低限の被災生活水

準の確保
「浸水対応型市街

地」の形成

浸水対応型市街地を形成するプロセスの空間イメージ 実現方策？

浸水対応型市街地の将来像例
（今井公太郎研究室・加藤孝明研究室）

• 空中街路ネットワーク

• 堤防沿いの親水・アメニティ化（高台化）

• 親水型堤防建築

• 高架沿いペデストリアンデッキ

• 商店街

• 浸水対応型小学校_上部空間(仮)

当面避難場所

親水型堤防建築

高架沿いペデストリアンデッキ

商店街
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３．東日本大震災以降の社会の「気になる」雰囲気

①安全（防災）至上主義！？

• 自然災害に対してすべての人が安全でなければならない．

⇒ 本当か？ ここでいう安全水準とは？

②自助，共助，公助のバランスの崩れ

• 「自然災害からの安全は，行政が確保しなければならない」という変な雰囲気

⇒ 防災意識の低い人が目覚めた結果．

③問題のバランス感覚の悪化： マスコミ報道の偏り

• 帰宅困難者問題，液状化 ⇒地震による「直接死」とは無関係

• ⇒ 「賢くなるすばらしい機会」

④被害想定のインフレ：「最大クラス」の定着とその作法の不在．

• 定型：「被害想定」 ⇒ 防災計画

• 「最大クラス」を「定型」にあてはめて防災計画を組み立てようとしている（そうせざる得ない）

⇒「最大クラス」を受け止める方法論を改めて考える必要がある．

⑤ハザード情報・リスク情報へのヒステリックな反応

• 自然災害の発生は不確実性を内包する

どこで，どのような，どれくらいの頻度で，地震が発生するか ⇒かなり不確実

• 評価誤差を内包する

どうしても津波がクローズ
アップされる
沼津市の例

内閣府南海トラフ巨大地震（2012.8)

結果の不確実性（非公開）
津波計算のソースモデル：11パターンに対して
例えば，

東京都新島村：最小5m～最大31m
他の地域は？

「不確実性」をどう考慮するか，
取り込むか？
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３．東日本大震災の復興の議論における「気になる」雰囲気

① 東日本大震災の復興計画のモデルが「教科書」？
• L1，L2に基づく計画論： 津波防災地域づくり法へ反映

• ・・・・・技術論的には正しい．「そうはいっても」の部分をどう埋めるか．

② 「土地利用規制による減災」 ⇒災害危険区域＝住居系土地利用禁止？
• 丁寧な理解が必要

名古屋市建築条例
津波防災地域づくりのイメージ

３．東日本大震災の復興の議論における「気になる」雰囲気

③ 過去から学んだ？ １

• 防災の先にあるものは何か？ ⇒繁栄と安全の実現

• 防災まちづくり＝防災「も」まちづくり ⇒ 防災「だけ」まちづくりは成立して
いない．

④ 過去から学んだ？ ２

• 40年以上にわたる努力の成果・・・・長期的視点に立っているか．

日
常
の
課
題
を
解
消

工場跡地の利活用，
公園不足の解消
モータリゼーションへの対応
集中する人口の受け皿づくり
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陸前高田市 復興事業は進みつつあるか？（震災２年半後）

http://d.hatena.ne.jp/ryukoku‐
cha/20140322/1395471701

徳島県美波町伊座利集落

「
生
き
方
に
誇
り
を
持
つ
住
民
が
留

学
生
家
族
を
お
客
さ
ん
扱
い
せ
ず
，

持
続
性
の
あ
る
ま
ち
づ
く
り
を
実
践

し
て
い
る
．
地
域
再
生
に
お
け
る
日

本
の
最
先
端
モ
デ
ル
」（
加
藤
孝
明
）

（
読
売
新
聞
２
０
１
５
・７
・６
）

田舎を未来に残すシンポジウム
（伊座利の未来を考える推進協議会主催）

2014.6

たかが100人されど100人
切迫性：持続性の危機＞南海トラフ地震

防災【も】まちづくりをキャッチフレーズに
事前復興計画を策定（協議会）
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海岸部などの早いところでは、地震発生後＃＃＃＃分以内に津波が到達することもあります。 ①100分以内，②10分以内，③3分以内

藤沢市津波ハザードマップ（平成25年度）
【神奈川県（平成24年３月公表）の津波浸水予測図をもとに作成】

分野横断のプラットフォームが必要

【参考】
韓国KRIHS（国土研究院）水防災研究センターにてシンポジウム
（2013年4月4日）

壇上向こうから
・都市計画
・都市法
・ジャーナリスト
・法学
・下水道
・ランドスケープ
・河川工学
・そして私（都市計画）とドイツ（都市計画）からの海外招聘

議論がかみ合っている！
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「『自然環境の中で人間は生かされている』
という当たり前の事実に気づかされた」

南三陸町の一被災者の印象に残る言葉

ご清聴ありがとうございました
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